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はじめに：思春期から青年期にかけて多くのメンタルヘルスの問題が発生する。その対応
は早期であればあるほど介入効果が大きいとされる。そこで早期介入を実現するために大
学生のメンタルヘルス予防教育プログラムの開発と評価、あわせて卒後学生を含めた予防
法の検討を行い（Ⅰ.Ⅱ）、支援ネットワークを構築することとした。  
Ⅰ．大学生のメンタルヘルスの実態に応じた予防教育（完成型）の開発  
目的：大学生のメンタルヘルスリテラシーの向上を目的とするメンタルヘルス予防教育プ
ログラムの開発と評価を行うこととした。 
方法：東海地方の大学一校の全学生を対象とした。実施に先だち「思春期青年期のストレ
ス・対処法」「ライフイベント」「ストレスと交通事故」「学生相談室」を構成要素とする「プ
ログラム 2015（完成型）」を対象ニーズに応じて開発した。教育効果は援助希求態度を ASPH
で測定し平均得点を学年毎に介入前後で比較した。介入時期は 2015 年 4 月であった。 
結果：対象者 1237 名に配布し、1181 名から有効回答が得られた (回答率 95.4％)。対象者
は 1 学年 28.55％、2 学年 27.9％、3 学年 24.57％、4 学年 18.98%の合計 1233 名であった。
平均年齢は 19.5 才(SD=1.71)、性別は男性 80％、女性 20％であった。学年毎の平均値を介
入前後で比較した所、1 学年は 31.9 点が 34.8 点、2 学年は 31 点が 33.7 点、3 学年は 31.9
点が 34.6 点、4 学年は 33.4 点が 35.5 点へと有意に上昇した (p<0.001)。 
考察・結論：開発した教育には、援助希求態度の改善効果が認められた。この事は精神的
不調時の学生の対処能力の向上を示唆しており、早期介入の実現に結びつくと考えられた。
尚介入前の平均値が最も高いのは 4 学年、最も低いのは 2 学年、介入を通じて前後の差が
最も大きかったのは 1 学年であった事から、学年毎の特徴を活かした対応が必要である。 
Ⅱ．卒後学生のメンタルヘルス危機に対する予防法の検討  
目的：卒業生のメンタルへルス危機と予防法の開発を目的として、卒業生にインタビュー
を行った。  
方法：インタビュー内容は、卒業～その時点（最大四年目）に至るまでの変化として、ス
トレッサーの内容、その対処方法、必要な相談資源、精神健康度、援助希求行動の有無と
し、半構造化インタビューから質的分析によってカテゴリー抽出を行った。年間合計二回
のインタビューを実施した。2015 年 7～10 月を一回目、 2016 年 1～2 月を二回目とした。 
結果：対象者は卒後一年目 1 名、二年目 4 名、三年目 4 名、四年目 2 名の合計 11 名であっ
た。職種は看護師 7 名、保健師 2 名、助産師 2 名である。メンタルヘルスの危機となる状
況を質的に抽出したところ【日常的に仕事にとらわれている】【看護の質と仕事量の増加の
ジレンマがある】【後輩への指導に対する負担】【リーダー業務に対する負担】【チームメン
バーの退職】のカテゴリーが抽出された。  
考察・結論：卒後のメンタルヘルス対策には、仕事と日常生活の切り替えができる能力や
技術の習得が必要である。また、後輩への指導やリーダー業務が個人の負担になり過ぎな
いよう、チームメンバーの理解や協力が得られるようにするために、チーム内での共通認
識のための教育が必要になってくる。看護の質と量のバランスは、その働く場所や病棟等
の文化やチームの力学、個人の看護に対する考え方など様々な要素が影響し合っているた
め、まずチーム内で看護の方向性や目指す目標を決定する必要があると考えられた。  
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